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２０２２年度第２四半期累計 連結決算サマリー
( 前 年 比 較 )

セグメントの状況

貸借対照表の状況

通期連結業績予想

配当予想

【売上高構成比率】

(百万円未満切捨て)

＊売上高

⇒主に、情報画像関連機器事業において、生産部品の

供給課題が続くなか、販売機会損失を抑え為替の円安

押上げもあり増収

＊利益面：

⇒原材料費および物流費の高騰を為替の円安で相殺し、

継続した原価率改善の取組み等により大幅増益を維持。

純利益は、前期は不動産売却による６億７８百万円の

特別利益計上による押上げもあり、実質大幅増益

＊主力の情報画像関連機器事業は、物流コストおよび原材料価格の高騰、

一部の生産部品の供給遅延の影響を受ける中、為替の後押しもあり増収増益。

＊情報サービス事業は、収益性改善により増収増益。

＊総資産は、対前期末 ＋４１６百万円の増加。

・流動資産・・・＋３７４百万円の増加（主に現預金+640百万円、たな卸資産+86百万円、その他△352百万円）

・固定資産・・・＋４２百万円の増加（主に工具器具備品+56百万円、無形固定資産+56百万、投資有価証券△65百万円、その他△5百万円）

・負 債・・・△２０４百万円の減少（流動負債△224百万円（主に未払金、未払法人税等）、固定負債+20百万円（主に繰延税金負債））

・純 資 産・・・＋６２１百万の増加（主に利益剰余金+169百万円（四半期純利益+328百万円、配当金支払△159百万円）、

為替換算調整勘定＋512百万円、その他△60百万円）

21年度2Q累計

実績 実績 増減額 増減率
為替

影響額
為替影響除

く増減率

売 上 高 7,801 8,473 +671 +8.6% +542 +1.7%

営 業 利 益 238 503 +264 +110.8% +230 +14.7%

経 常 利 益 316 479 +162 +51.2%

当期純利益 744 328 △415 △55.8%

連結経営成績

2022年度2Q累計（当期）

金額
為替影響を
除く増減率

ア ジ ア 1,931 +3.1% +21 +2.0% 173 +105 +215
北アメリカ 1,992 +21.8% +359 △0.1% 80 +31 +11
ヨーロッパ 2,673 +11.4% +162 +4.6% 27 +16 +4

6,597 +11.6% +542 +2.5% 281 +153 +230
1,113 +0.1% 145 +38

545 △1.6% 52 △34
109 +9.8% 90 △5
108 △14.3% △11 △1

△54 +113
8,473 +8.6% +542 +1.7% 503 +264 +230

情 報 サ ー ビ ス
情報画像関連機器

設 計 計 測 機 器

そ の 他
調 整

連 結 合 計

事業・地域区分

不 動 産 賃 貸

金額 増減率

売上高
参考：為替影響

セグメント利益

金額 前年差
参考：

為替影響額

・連結貸借対照表
期別 期別

科目 科目
流動資産計 16,296 16,671 +374 負債計 5,430 5,226 △204

現預金 8,775 9,416 +640 流動負債 3,897 3,672 △224
その他 7,520 7,255 △265 固定負債 1,533 1,553 +20

固定資産計 10,377 10,419 +42 純資産計 21,243 21,864 +621
有形固定資産 3,308 3,341 +32 株主資本 22,025 22,206 +180
無形固定資産 83 139 +56 △1,573 △1,130 +443
投資その他の資産 6,985 6,939 △46 非支配株主持分 790 788 △2

26,674 27,091 +416 26,674 27,091 +416

当2Q末 増減

負債・純資産合計

その他の包括利益累計額

資産合計

前期末 当2Q末 増減 前期末

単位：百万円 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

今回予想 17,000 800 750 400
前回予想（５月） 16,100 400 400 100
（ご参考）前期実績 15,848 541 743 773

単位：円 第2四半期末 期末 年間計 配当性向

2021年度実績 0.00 35.00 35.00 20.6%
(普通配当）
（記念配当）

   30.00
    5.00

   30.00
    5.00

2022年度予定 - 38.00 38.00 43.4%

アジア

22.8%

北アメリカ

23.5%

ヨーロッパ

31.6%

情報サービス

13.1%

設計計測機器

6.4%

不動産賃貸1.3% その他

1.3%

情報画像関連機器

77.9%

ウクライナ情勢その他の地政学的リスクによる供給問題の長期化、イ

ンフレ加速に伴う各国の金融引き締め政策等により、景気減速の兆

候が現れていますが、中期経営計画の達成に取組んでまいります。

為替レート見通しは、1ドル137円、1ユーロ139円

株主の皆様へ感謝と引き続きのご支援を賜りたく、

期末普通配当を８円増配の３８円とさせていただく予定です。

MUTOHホールディングス株式会社


